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北海道信用保証協会

会長　阿部　啓二

　平素は、北海道信用保証協会の業務について、格別のご支援、ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　本年度も当協会の業務内容や事業実績、年度経営計画の進捗状況等についてご報告するディスクロージャー誌「北海

道信用保証協会レポート2026」を作成しました。ご高覧いただき、当協会へのご理解を深めていただければ幸いです。

　現在、世界経済は中東情勢の緊迫化を背景にしたエネルギー価格の高止まりやサプライチェーンの混乱によって、

先行き不透明感が増しています。

　国内の経済動向については、賃上げや設備投資が景気を下支えし、緩やかな回復基調にある一方で、原材料・エネ

ルギー価格の高騰や人手不足、金利上昇などが企業活動や個人消費に影響を及ぼしており、依然として予断を許さ

ない状況にあります。

　当協会では、厳しい経営環境に置かれている事業者を支援するため、金融支援と経営支援の両面から取り組んで

います。金融支援では、事業者のライフステージに応じた資金需要に対応するとともに、「事業者選択型経営者保証

非提供制度」等の活用によって、経営者保証に依存しない融資慣行の確立に向けて注力しています。加えて、令和8年

3月に創設された「モニタリング強化型特別保証」を推進し、事業の成長や立て直しに向けた資金需要に応えつつ、

金融機関や支援機関等と連携し定期的なモニタリングを行い、事業者の経営力向上を後押ししてまいります。併せて、

経営支援では、事業者の経営状況の変化を早期に把握し、当協会が経営課題解決に向けて主体的な役割を果たして

いきます。

　また、コロナ関連融資をご利用いただいている事業者への支援を強化し、支援ニーズの把握に努めています。据置

期間終了後の返済に不安を抱えている事業者や、業績改善に取り組む事業者へきめ細やかなサポートを実施してまい

ります。

　役職員一同、「企業とともに、地域のために」をキャッチフレーズに、北海道経済を支える中小企業・小規模事業者の

皆さまに寄り添い、地域経済の持続的な発展に貢献できるよう全力で取り組んでまいります。今後とも皆さまの一層

のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

令和8年8月

写真：北竜町 ひまわりの里写真：北竜町 ひまわりの里
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■ 根 拠 法

■ 関 係 法

■ 目 　 的

■ 保証債務残高

■ ホームページアドレス

■ 沿　革

北海道信用保証協会の概要

信用保証協会事業の基本理念

シンボルマーク

イメージキャラクター
オーエンくん（左）・シエンちゃん（右）

企業とともに、
　 地域のために

役職員数

204名

基本財産

744億円
令和8年3月31日

現在

利用企業者数

53,871企業
令和8年3月31日

現在

事業者の皆さまの経営を「支援」し、事業を「応援」していく

エゾリスのイメージキャラクターです。

　事業の維持、創造・発展に努める中小企業者に対して、公的機関として、その将来性と経営手腕を適切に評価
することにより、企業の信用を創造し、「信用保証」を通じて金融の円滑化に努めるとともに、相談、診断、情報提
供といった多様なニーズに的確に対応することにより、中小企業の経営基盤の強化に寄与し、もって中小企業
の振興と地域経済の活力ある発展に貢献します。

信用保証の英記「CREDIT GUARANTEE」のCとGを使い、方位磁石の「北」（北海道）を意味する

「赤い矢印」を組み合わせてデザインしています。

また、「赤い矢印」は、当協会がお客さまの方向を示す安心の羅針盤として、地域の皆さまの発展を

象徴しています。

信用保証協会法（昭和28年8月10日法律第196号）

中小企業信用保険法（昭和25年12月14日法律第264号）

中小企業者等のために信用保証の業務を行い、
もってこれらの者に対する金融の円滑化を図ることを目的とする。（定款第1条）

件数：108,062件
金額：1兆1,100億円（令和8年3月31日現在）

https://www.cgc-hokkaido.or.jp

昭和24年3月29日

昭和24年4月28日

昭和24年5月  1日

昭和29年4月  1日

平成  6年8月29日

令和 元年5月  1日

社団法人北海道信用保証協会設立認可

設立登記

業務開始

信用保証協会法に基づき認可法人に組織変更

現在地に本店事務所を移転

創立70周年
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本
支
店
窓
口
の
ご
案
内

令
和
７
年
度
の

取
り
組
み業績向上応援プラン（Wサポート）1 コロナ関連融資利用先への支援2

業績向上応援プラン

資金繰り支援と
経営支援でWサポート！サポートダブル

資金繰り支援
2つの保証メニューで
Wサポート！

経営支援

設備
投資

電子化
対応

販路
拡大

原材料
高騰

資金
調達

新たな
事業への
チャレンジ

人手
不足

広告・
宣伝

保証協会

金融機関 支援機関 専門家

スクラム5000協調融資型保証

000 万円5, 上限
保証協会と金融機関が
協調してスピーディに応援！

コロナ関連融資利用企業（据置中）で
返済開始を控えた事業者に対し、

ダイレクトメールを実施

事業者へのダイレクトメール

さまざまな資金ニーズに対応した
保証制度を活用し、資金調達をサポート

専門家や関係機関と連携し、
事業者の経営課題解決をサポート

資金繰り支援 経営支援

　令和8年4月以降、コロナ関連融資の据置期間が終了し、返済が本格化する事業者が多いことから、「プロパー
支援がない先で、令和8年4月以降に返済開始となる事業者」約900先に対してダイレクトメールを送付し、資金
繰りや経営課題解決に向けた支援体制について周知しました。

　資金繰り支援と経営支援の両面からサポートする「業績向上応援プラン（ダブルサポート）」を展開しています。
　「業績向上応援保証（サポート3000）」は、令和7年度から北海道中小企業総合振興資金「経済環境変化対応
資金 業績向上応援貸付」が受皿制度となり、多くの申込をいただきました。
　また、「協調融資型保証（スクラム5000）」についても、令和7年3月に創設された協調支援型特別保証との併用
等によって、保証承諾額は前年度を上回りました。
　経営支援においては、金融機関や各支援機関と連携・協力・分担のうえ、「プッシュ型経営支援」を展開し、事業者
の経営課題の解決に向けて取り組みました。

サポート3000

令和7年度 令和6年度

スクラム5000

345億38百万円2,632件

118億27百万円791件

67億51百万円573件

111億42百万円849件

支援機関 専門家保証協会 金融機関

相談対応
個社の各種課題解決に向けた

アプローチ

 支援
ニーズの
把握

上限引き上げ

サポート3000業績向上応援保証

000 万円3, 上限 10%割引！
保証料を割引してスピーディー
に応援！

新 設

金融支援と経営支援の両面からサポート
信用保証協会としての強みを活かし、資金繰りと経営支援の両面からサポートしています。

※サポート3000は令和6年11月に創設されたため、令和6年度は実質5ヵ月。

支援機関・専門家との連携により、さまざまな
お悩みの解決に向けたお手伝いが可能です。

タッグを組んでがっちりサポート！
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等によって、保証承諾額は前年度を上回りました。
　経営支援においては、金融機関や各支援機関と連携・協力・分担のうえ、「プッシュ型経営支援」を展開し、事業者
の経営課題の解決に向けて取り組みました。

サポート3000

令和7年度 令和6年度

スクラム5000

345億38百万円2,632件

118億27百万円791件

67億51百万円573件

111億42百万円849件

支援機関 専門家保証協会 金融機関

相談対応
個社の各種課題解決に向けた

アプローチ

 支援
ニーズの
把握

上限引き上げ

サポート3000業績向上応援保証

000 万円3, 上限 10%割引！
保証料を割引してスピーディー
に応援！

新 設

金融支援と経営支援の両面からサポート
信用保証協会としての強みを活かし、資金繰りと経営支援の両面からサポートしています。

※サポート3000は令和6年11月に創設されたため、令和6年度は実質5ヵ月。

支援機関・専門家との連携により、さまざまな
お悩みの解決に向けたお手伝いが可能です。

タッグを組んでがっちりサポート！
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　保証（見込）先事業者の経営改善を促進するため、地域金融
機関等と連携して外部専門家を活用した経営改善支援事業を
実施しています。
　経営改善支援事業の経営支援ツールは、「専門家派遣」、「経営
診断」、「経営改善計画策定支援」の3種類です。
　令和7年度は、全道394事業者に経営支援ツールをご利用いた
だきました。

経営改善支援事業1

　関係機関および金融機関の再生支援部署等と連携し、事業再生支援に取り組んでいます。

事業再生支援5

実施事業者数

専門家派遣

フォローアップ数

378

335

経営診断

9

5

合　計

394

388

経営改善計画策定支援

7

48

求償権放棄

令和7年度

不等価譲渡（第二会社方式による実質的債権放棄を含む）

求償権消滅保証

380百万円2件

6億35百万円11件

36百万円2件

経営支援の取り組み
事業者の経営改善促進に取り組んでいます。

　経営上のさまざまな課題に対して、フォローアップを実施し
ています。
　令和7年度のフォローアップは右記のとおり実施しました。

フォローアップ2

事業者数

経営改善
支援先

388

事業再生
支援先

191

　事業者の経営改善計画策定の促進を通じた経営改善支援を目的として、国の「認定
支援機関による経営改善計画策定支援事業」の支援を受けられた方に対して、経営改
善計画策定費用の一部補助（上限10万円）を行っています。

経営改善計画策定支援事業（計画策定費用補助）3

　「海外展開サポートデスク」を設置し、海外展開に関する支援体制を構築しています。
　また、海外投資関連保証の利用を促進し、これまで新輸出大国コンソーシアムへの
加入や中小企業基盤整備機構北海道本部との覚書を締結するなど、関係機関との連携
を深めています。
　令和７年度は6件の相談がありました。

海外展開支援6

　経営金融相談窓口
　中小企業診断士、全国信用保証協会連合会認定経営アドバイザーの有資格者を関係機関の経営金融相談
室に派遣しています。令和7年度は44件の相談を受けました。

　経営金融相談フリーダイヤル
　事業者のご相談にお応えするためにフリーダイヤルを設置し、中小企業診断士、全国信用保証協会連合会
認定経営アドバイザーの有資格者が対応しています。令和7年度は207件のご相談がありました。

　夜間経営相談窓口
　日中の経営相談が難しい方の
ために、月2回、本店にて夜間相談
窓口を開設しています。

各種相談窓口7

　取引金融機関等の関係機関が一堂に会し、事業者に必要な金融支援と経営支援に
ついて意見交換を行う「経営サポート会議」を開催しています。令和7年度は97回開催
し、経営改善や事業再生の促進に努めました。

経営サポート会議4
経営金融相談専用ダイヤル

道内の中小企業・小規模事業者の皆さまの
経営･金融相談をお受けしております。
ご相談は無料ですのでお気軽にご利用ください。

フリーダイヤル　0120-279-540
フリーダイヤルがご利用いただけない場合は、
本店・業務統括部 企業支援課011-241-5605を
ご利用願います。

1

2

3




















































































